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平成平成平成平成17171717年３月期年３月期年３月期年３月期        個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要  平成16年11月15日 
 

上 場 会 社上 場 会 社上 場 会 社上 場 会 社 名名名名  綜合警備保障株式会社綜合警備保障株式会社綜合警備保障株式会社綜合警備保障株式会社 上 場 取 引 所  東京証券取引所（市場第一部） 
コ ー ド 番コ ー ド 番コ ー ド 番コ ー ド 番 号号号号  ２３３１２３３１２３３１２３３１ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.alsok.co.jp ） 
代  表  者  役職名 代表取締役社長 氏名 村井 温 
問合せ先責任者  役職名 執行役員経理部長 氏名 大西 明             ＴＥＬ (03) 3470－6811 
中間決算取締役会開催日  平成16年11月15日             中間配当制度の有無     有 
中間配当支払開始日   ────────             単元株制度採用の有無   有(１単元 100株) 
 
１１１１    16161616年９月中間期の業績（平成年９月中間期の業績（平成年９月中間期の業績（平成年９月中間期の業績（平成16161616年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成16161616年９月年９月年９月年９月30303030日）日）日）日） 
(1) 経営成績                                      （百万円未満切捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円    ％  百万円    ％  百万円    ％  

16年 ９ 月中間期 87,500   (  0.6 ) △333   (△122.1 ) 3,371    (   9.5 ) 
1 5年 ９ 月中間期 86,977   (△6.3 ) 1,507   ( △63.2 ) 3,077    (△41.6 ) 
1 6年 ３ 月 期 176,207        5,287              7,094               
 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間（当期）純利益 

 百万円    ％  円  銭  円  銭  
16年 ９ 月中間期 2,669   (  38.5 ) 26   58   26   57   
1 5年 ９ 月中間期 1,927   (△38.2 ) 19  21   19  18   
1 6年 ３ 月 期 11,186            111  33   111  26   
(注)１ 期中平均株式数  16年９月中間期 100,418,022株 15年９月中間期 100,375,228株 16年３月期 100,385,654株 

２ 会計処理の方法の変更  無 
３ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 
 
(2) 配当状況 

 
 
 
 

  
(3) 財政状態                                      （百万円未満切捨て） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円  百万円  ％  円   銭  
16年 ９ 月中間期 191,303    86,903    45.4  865   39  
1 5年 ９ 月中間期 186,952    76,682    41.0  763   88  
1 6年 ３ 月 期 190,034    86,674    45.6  863   17  
(注)１ 期末発行済株式数   

16年９月中間期    100,420,691株    15年９月中間期   100,385,339株    16年３月期   100,402,356株 
２ 期末自己株式数   

16年９月中間期          2,051株    15年９月中間期         1,303株    16年３月期         1,786株 
 
 
２２２２    17171717年３月期の業績予想（平成年３月期の業績予想（平成年３月期の業績予想（平成年３月期の業績予想（平成16161616年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成年４月１日～平成17171717年３月年３月年３月年３月31313131日）日）日）日）    

１株当たり年間配当金 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

期 末  
 

通 期 
百万円 ％ 

176,624（0.2） 
百万円 ％ 

2,866（△45.8） 
百万円 ％ 

6,010（△15.3） 
百万円 ％ 

3,916（△65.0） 
円 銭 

17 00  
円 銭 

17 00  
(注)１ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期予想増減率であります。 

２ （参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  38円 81銭 
 
※上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、実際の業績
は、様々なリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。 

 

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 円  銭  円  銭  
16年 ９ 月中間期 0   0     － 
15年９月中間期 0   0     － 
16年３月期   － 17  00   
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個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表等等等等 
 

１１１１    中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

対前中 
間期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 
増減 

（百万円） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１ 現金及び預金 ※2 56,564   58,361    60,767   

２ 受取手形  491   208    489   

３ 売掛金  11,210   10,833    11,413   

４ 商品  340   315    ―   

５ 貯蔵品  3,745   3,264    3,400   

６ 立替金  13,028   20,765    16,838   

７ その他  4,089   4,673    5,794   

貸倒引当金  △97   △98    △96   

流動資産合計   89,372 47.8  98,323 51.4 8,950  98,607 51.9 

Ⅱ 固定資産            

１ 有形固定資産 ※1           

(1) 建物  9,926   9,838    9,733   

(2) 機械及び装置  14,970   15,158    14,852   

(3) 土地  7,074   7,131    7,131   

(4) その他  2,632   2,915    2,754   

計  34,604   35,044   439 34,471   

２  無形固定資産  3,975   4,068   92 3,576   

３  投資その他の資産            

(1) 投資有価証券  15,232   14,844    16,270   

(2) 関係会社株式  8,057   9,884    8,084   

(3) 敷金保証金  8,224   7,974    8,208   

(4) 繰延税金資産  20,741   15,956    15,772   

(5) その他  7,081   7,282    7,100   

貸倒引当金  △338   △2,074    △2,057   

計  58,998   53,867   △5,131 53,378   

固定資産合計   97,579 52.2  92,980 48.6 △4,599  91,426 48.1 

資産合計   186,952 100.0  191,303 100.0 4,351  190,034 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

対前中 
間期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

増減 
（百万円）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１  買掛金  6,929   7,288    8,431   

２  短期借入金 ※2 21,962   32,389    29,456   

３  １年以内償還予定の社債  10,000   ―    ―   

４  賞与引当金  4,105   5,483    2,750   

５  その他 ※4 13,721   13,063    14,463   

流動負債合計   56,718 30.3  58,224 30.4 1,506  55,101 29.0 

Ⅱ 固定負債            

１ 長期借入金  4,634   11,883    14,118   

２ 退職給付引当金  45,368   30,937    30,870   

３ 役員退職慰労引当金  488   529    521   

４ 執行役員退職慰労引当金  64   72    89   

５ 債務保証損失引当金 ※3 420   ―    ―   

６ 預り保証金  2,575   2,753    2,658   

固定負債合計   53,551 28.7  46,175 24.2 △7,375  48,258 25.4 

負債合計   110,269 59.0  104,400 54.6 △5,869  103,360 54.4 

            

（資本の部）            

Ⅰ 資本金   16,942 9.1  16,992 8.9 49  16,966 8.9 

Ⅱ 資本剰余金            

資本準備金   28,767 15.4  28,767 15.0 ―  28,767 15.1 

Ⅲ 利益剰余金            

１ 利益準備金  792   792    792   

２ 任意積立金  14,034   14,026    14,034   

３ 中間（当期）未処分利益  20,383   30,601    29,641   

利益剰余金合計   35,209 18.8  45,421 23.7 10,211  44,468 23.4 

Ⅳ 土地再評価差額金   △5,585 △3.0  △5,585 △2.9 ―  △5,585 △2.9 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   1,350 0.7  1,311 0.7 △39  2,060 1.1 

Ⅵ 自己株式   △2 △0.0  △3 △0.0 △1  △2 △0.0 

資本合計   76,682 41.0  86,903 45.4 10,220  86,674 45.6 

負債及び資本合計   186,952 100.0  191,303 100.0 4,351  190,034 100.0 
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２２２２    中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

対前中 
間期比 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 

百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 
増減 

（百万円） 金額（百万円） 百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   86,977 100.0  87,500 100.0 523  176,207 100.0 

Ⅱ 売上原価   65,040 74.8  67,391 77.0 2,351  131,231 74.5 

売上総利益   21,937 25.2  20,108 23.0 △1,828  44,975 25.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   20,429 23.5  20,442 23.4 12  39,688 22.5 

営業利益   1,507 1.7  △333 △0.4 △1,841  5,287 3.0 

Ⅳ 営業外収益 ※1  2,279 2.6  4,279 4.9 2,000  3,177 1.8 

Ⅴ 営業外費用 ※2  709 0.8  574 0.6 △134  1,370 0.8 

経常利益   3,077 3.5  3,371 3.9 293  7,094 4.0 

Ⅵ 特別利益 ※3  8 0.0  700 0.8 692  13,365 7.6 

Ⅶ 特別損失 ※4   50 0.0  147 0.2 96  2,457 1.4 

税引前中間(当期)純利益   3,034 3.5  3,924 4.5 889  18,002 10.2 

法人税、住民税及び事業税  1,107   1,254    2,977   

法人税等調整額 ※6 ― 1,107 1.3 ― 1,254 1.4 147 3.839 6,816 3.9 

中間（当期）純利益   1,927 2.2  2,669 3.1 741  11,186 6.3 

前期繰越利益   18,455   27,932    18,455  

中間(当期)未処分利益   20,383   30,601    29,641  
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３３３３    中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項    

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方
法 

(1) 有価証券 
①子会社株式及び関連会社株
式 
  移動平均法による原価法
によっております。 
②その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間決算日の市場価格
等に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法により算定）
によっております。 

(1) 有価証券 
①子会社株式及び関連会社株
式 

同左 
 

②その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

(1) 有価証券 
①子会社株式及び関連会社株
式 

同左 
 
②その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に
基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動
平均法により算定）によ
っております。 

 時価のないもの 
 移動平均法による原価
法によっております。 

(2) デリバティブ 
 時価法によっております。 

時価のないもの 
同左 

 
(2) デリバティブ 

同左 

時価のないもの 
同左 
 

(2) デリバティブ 
同左 

 (3) たな卸資産 
 先入先出法による原価法
によっております。 

(3) たな卸資産 
同左 

(3) たな卸資産 
同左 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 
     定率法（ただし、平成10
年４月１日以降に取得した
建物（附属設備を除く）に
ついては定額法）を採用し
ております。主な耐用年数
は、次の通りであります。 
建物     38～50年 
機械及び装置    ５年 
 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
 定額法を採用しておりま
す。 
 なお、自社利用のソフト
ウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用して
おります。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 36

 
 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額

のうち当中間会計期間の負

担額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

(2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上

しております。 

 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定

額法により処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法に

より翌事業年度から処理す

ることとしております。 

 

(3) 退職給付引当金 

同左 

 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。  

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定

額法により処理しておりま

す。  

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法に

より翌事業年度から処理す

ることとしております。  

(追加情報) 

当社は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年

金の代行部分について、平

成16年３月１日に厚生労働

大臣から将来分支給義務免

除の認可を受けました。 

当社は「退職給付会計に

関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13

号）第47-２項に定める経過

処置を適用し、当該将来分

返上許可の日において代行

部分に係る退職給付債務と

年金資産を消滅したものと

みなして会計処理をしてお

ります。 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

   本処理に伴う当事業年度

における損益に与える影響

額は、特別利益として

13,357百万円計上しており

ます。 

また、当事業年度末日現

在において測定された返還

相当額（最低責任準備金）

は、24,813百万円でありま

す。 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

 

 (5) 執行役員退職慰労引当金 

執行役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

(5) 執行役員退職慰労引当金 

同左 

 

(5) 執行役員退職慰労引当金 

執行役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上

しております。 

  

(6) 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備

えるため、被保証者の財政

状況等を勘案し、損失負担

見込額を計上しておりま

す。 

 

(6)    －    

 

(6)    －    

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用し

ております。また、金利ス

ワップについては特例処理

の条件を充たしている場合

には特例処理を採用してお

ります。 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間会計期間にヘッジ

会計を適用したヘッジ対象

とヘッジ手段は次の通りで

あります。 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 銀行借入金 

 

(3) ヘッジ方針 

金利変動リスクの低減並

びに金融収支改善のため、

内規に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしておりま

す。 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップにつきまし

てはヘッジの高い有効性が

あるとみなされるため、有

効性の評価は省略しており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

 

 

 

 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘ

ッジ手段は次の通りであり

ます。 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 銀行借入金 

 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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４４４４    追加追加追加追加情報情報情報情報    

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(未払賞与に対応する社会保険料会

社負担額の費用処理方法) 

従来、賞与に対応する社会保険料

のうち会社負担額については支出時

の費用として処理しておりました

が、厚生年金保険法等の改正により、

平成15年４月から保険料算定方式に

総報酬制が導入されることに伴い、

重要性が増したため、当中間会計期

間から未払賞与に対応する負担額を

費用処理する方法に変更しておりま

す。 

この変更により、前中間会計期間

と同一の方法によった場合に比べ、

売上総利益は290百万円、営業利益、

経常利益、税引前中間純利益は447百

万円それぞれ少なく計上されており

ます。 

───── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(未払賞与に対応する社会保険料

会社負担額の費用処理方法) 

従来、賞与に対応する社会保険料

のうち会社負担額については支出

時の費用として処理しておりまし

たが、厚生年金保険法等の改正によ

り、平成15年４月から保険料算定方

式に総報酬制が導入されることに

伴い、重要性が増したため、当事業

年度から未払賞与に対応する社会

保険料会社負担額を費用処理する

方法に変更しております。 

この変更により、前事業年度と同

一の方法によった場合に比べ、売上

総利益は193百万円、営業利益、経

常利益、税引前当期純利益は299百

万円それぞれ少なく計上されてお

ります。 

───── (法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について) 

従来、法人事業税については全額を

法人税、住民税及び事業税として処理

しておりましたが、平成16年４月１日

以降に始まる事業年度より、法人事業

税に外形標準課税が導入されたこと

に伴い、外形標準課税部分について

は、販売費及び一般管理費として費用

処理する方法に変更しております。 

この変更により、当中間会計期間の

法人事業税における外形標準課税部

分198百万円を販売費及び一般管理費

へ計上しております。 

───── 

 
 
５５５５    当中間期中の発行済株式数の増加当中間期中の発行済株式数の増加当中間期中の発行済株式数の増加当中間期中の発行済株式数の増加    

発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格(円) 資本組入額（円） 

平成16年４月15日 新株引受権の行使 6,500 1,385 1,385 

平成16年４月19日 新株引受権の行使 2,000 1,385 1,385 

平成16年４月27日 新株引受権の行使 8,600 1,385 1,385 

平成16年７月７日 新株引受権の行使 1,500 1,385 1,385 

合計 18,600   

 



 40

 
６６６６    中間貸借対照表に関する注記中間貸借対照表に関する注記中間貸借対照表に関する注記中間貸借対照表に関する注記    

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
74,872百万円 77,633百万円 76,356百万円 

※２ 現金及び預金 ※２ 現金及び預金 ※２ 現金及び預金 
中間貸借対照表に計上し

た現金及び預金には、使用の
制限された警備輸送業務用
現金 39,602 百万円が含まれ
ております。また、短期借入
金残高のうち、当該業務で調
達した資金が 16,508 百万円
含まれております。 
なお、中間貸借対照表に

計上した現金及び預金の他
に、当該業務において契約先
から預かっている現金及び
預金が 136,182 百万円あり
ます。 

中間貸借対照表に計上し
た現金及び預金には、使用の
制限された警備輸送業務用
現金 38,018 百万円が含まれ
ております。また、短期借入
金残高のうち、当該業務で調
達した資金が 24,638 百万円
含まれております。 
なお、中間貸借対照表に

計上した現金及び預金の他
に、当該業務において契約先
から預かっている現金及び
預金が 173,864 百万円あり
ます。 

貸借対照表に計上した現
金及び預金には、使用の制限
された警備輸送業務用現金
41,047 百万円が含まれてお
ります。また、短期借入金残
高のうち、当該業務で調達し
た資金が 21,983 百万円含ま
れております。 
なお、貸借対照表に計上し
た現金及び預金の他に、警備
輸送業務において契約先か
ら預かっている現金及び預
金が 162,228 百万円ありま
す。 

   
※３ 偶発債務 ※３    ───── ※３    ───── 

保証債務   
下記の会社の金融機関か
らの借入金に対して次の通
り債務保証を行っておりま
す。 
なお、保証金額からは債務
保証損失引当金設定額を控
除しております。 

  

㈱パンエイシア 32百万円 
  

   
  

※４ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消
費税等は、相殺のうえ、金額
的重要性が乏しいため、流動
負債の「その他」に含めて表
示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 
 同左 

※４    ───── 

５ 当社は長期運転資金に係る
調達を迅速かつ効率的に行う
ため、総額12,000百万円のシ
ンジケートローン契約（参加
金融機関計30社）を締結して
おります。 
  なお、当中間会計期間末に
おいては、当該シンジケート
ローン契約に係る借入は致し
ておりません。 
 

５    ───── ５    ───── 
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７７７７    中間損益計算書に関する注記中間損益計算書に関する注記中間損益計算書に関する注記中間損益計算書に関する注記    

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
 
受取利息 20百万円 

受取配当金 1,637 

保険配当金 81 

受取賃貸料 116 

経営協力料収入 89 
  

 
受取利息 11百万円 

受取配当金 3,589 

保険配当金 67 

受取賃貸料 141 

経営協力料収入 112 
  

 
受取利息 19百万円 

受取配当金 1,784 

保険配当金 195 

受取賃貸料 229 

経営協力料収入 180 
  

   
※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 
支払利息 204百万円 

固定資産除却損 227 
  

 
支払利息 262百万円 

固定資産除却損 137 
  

 
支払利息 445百万円 

固定資産除却損 448 
  

   
※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

子会社株式売
却益 8百万円 

   

投資有価証券
売却益 700百万円 

   

厚生年金基金
代行部分返上
益 

13,357百万円 

子会社株式売
却益 8    

 
※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

 
投資有価証券
評価損 30百万円 

債務保証損失
引当金繰入額 20 

   

 
投資有価証券
評価損 147百万円 

  

   

 
投資有価証券
評価損 76百万円 

固定資産処
分・評価損  507 

棚卸資産処
分・評価損  299 

特別加算退職
金  179 

貸倒引当金繰
入額  1,323 

  
５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

 
有形固定資産 3,280百万円 

無形固定資産 574 
  

 
有形固定資産 3,273百万円 

無形固定資産 591 
  

 
有形固定資産 6,949百万円 

無形固定資産 1,098 
  

※６ 当中間会計期間における税金

費用については、簡便法による

税効果会計を適用しているた

め、法人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含めて表

示しております。 

※６     同左 ※６    ───── 
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８８８８    リース取引に関する注記リース取引に関する注記リース取引に関する注記リース取引に関する注記    

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額 
  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定資産 
「その他」 
(車両運搬具) 

3,137 1,651 1,486 

有形固定資産 
「その他」 
(器具及び備
品) 

4,236 2,110 2,125 

合計 7,374 3,762 3,611 
  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定資産 
「その他」 
(車両運搬具) 

3,222 1,677 1,544 

有形固定資産 
「その他」 
(器具及び備
品) 

4,398 2,285 2,112 

合計 7,620 3,963 3,657 
  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資産
「その他」 
(車両運搬具) 

3,107 1,693 1,413 

有形固定資産
「その他」 
(器具及び備
品) 

4,329 2,316 2,013 

合計 7,436 4,009 3,426 
  

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 1,502百万円

１年超 2,498 

合計 4,000 
  

  
１年内 1,489百万円

１年超 2,508 

合計 3,997 
  

  
１年内 1,476百万円

１年超 2,325 

合計 3,801 
  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
  

支払リース料 1,006百万円

減価償却費相当額 784 

支払利息相当額 187 
  

  
支払リース料 1,015百万円

減価償却費相当額 773 

支払利息相当額 190 
  

  
支払リース料 2,001百万円

減価償却費相当額 1,543 

支払利息相当額 377 
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

同左 同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 2,193百万円 

１年超 15,413 

合計 17,606 
  

  
１年内 2,112百万円 

１年超 13,387 

合計 15,500 
  

  
１年内 2,182百万円 

１年超 14,399 

合計 16,582 
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９９９９    有価証券に関する注記有価証券に関する注記有価証券に関する注記有価証券に関する注記 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

10101010    １株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記    

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 763.88円 

１株当たり中間純利益
金額 19.21円 
  
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 19.18円 
 

  

１株当たり純資産額 865.39円 

１株当たり中間純利益
金額 26.58円 
  
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 26.57円 
 

  

１株当たり純資産額 863.17円 

１株当たり当期純利益
金額 111.33円 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 111.26円 
  

 
（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、 

以下の通りであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

（1）１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 1,927 2,669 11,186 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 10 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (10) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,927 2,669 11,176 

期中平均株式数（千株） 100,375 100,418 100,385 

（2）潜在株式調整後１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 163 49 69 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ 新株予約権１種類（新

株予約権の数2,860個） 

（平成14年６月27日定時

株主総会決議によるも

の）商法第280条ノ20の規

定に基づく特別決議によ

る新株予約権 

新株予約権２種類（新

株予約権の数9,680個） 

（平成14年６月27日定時

株主総会決議によるもの

4,680個及び平成15年６

月27日定時株主総会決議

5,000個）商法第280条ノ

20及び商法第280条ノ21

の規定に基づく特別決議

による新株予約権 

 

 

以   上     
 


